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公布された規則のあらまし

◇鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県環境影響評価条例の一部が改正され、計画段階配慮書の手続及び事後調査報告書の公告及び縦覧等が

義務づけられたこと並びに対象事業に風力発電所の設置及び変更の事業が追加されたこと等に伴い所要の改正

を行う。

２ 規則の概要

(１) 計画段階配慮書の作成、公表等について必要な事項を定める。

(２) 事後調査報告書の公告、縦覧及び公表について必要な事項を定める。

(３) 環境影響評価の対象となる風力発電所の設置及び変更の事業の規模を出力1,500キロワット以上とす

る。

(４) 廃棄物処理施設、製造業等の工場の設置等の事業において、環境の保全に特に配慮すべき特別地域に東

郷池水質管理計画の対象地域を追加する。

(５) その他所要の規定の整備を行う。

(６) 施行期日は、平成25年４月１日とする。

◇と畜場法施行細則の一部改正について◇

１ 規則の改正理由

と畜場法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) と畜検査を申請する家畜の種類が牛の場合は、検査申請書に、牛の月齢、出生の年月日及び個体識別番

号を記載することとする。

(２) 施行期日は、平成25年４月１日とする。

◇鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県産業振興条例（平成23年鳥取県条例第68号）の趣旨を踏まえ、県内事業者の受注機会の増大を図るた

め、県内市町村が実施する農林業生産基盤の整備等に係る事業に対して県が交付する交付金（以下「本交付

金」という。）の対象となる経費について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 県内事業者以外の者に支払う工事請負費及び委託費を、本交付金の対象経費から除く。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日等

ア 施行期日は、平成25年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県森林法施行細則及び鳥取県林地開発条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

森林法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県森林法施行細則の一部改正

保安林の指定等の申請書に添付する書類等について定めた規定中、引用している森林法施行規則の条項を

改める。

(２) 鳥取県林地開発条例施行規則の一部改正

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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開発許可の申請に必要な書類等について定めた規定中、引用している森林法施行規則の条項を改める。

(３) 施行期日は、平成25年４月１日とする。

◇鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部改正の概要

１ 規則の改正理由

公共工事の発注状況を踏まえ、建築一般の格付等級の適用に係る請負対象設計金額の区分を見直すとともに

土木一般の格付等級に係る定数を見直す等所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 建築一般工事における格付等級の適用に係る請負対象設計金額の区分を次のとおりとする。

ア Ｂ級 2,000万円以上6,000万円未満（現行 3,000万円以上6,000万円未満）

イ Ｃ級 2,000万円未満（現行 3,000万円未満）

(２) 土木一般の発注工種における格付等級Ｂの定数を150（現行 160）とする。

(３) 特定建設業許可の喪失による格付の降格について、降格が適切でないと認められるときは行わないこと

ができるように改める。

(４) 平成23年度及び平成24年度において付与された入札参加資格の有効期間を、知事が別に定める期限まで

延長する。

(５) その他所要の規定の整備を行う。

(６) 施行期日等

ア 施行期日は、公布の日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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規 則

鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第45号

鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県環境影響評価条例施行規則（平成11年鳥取県規則第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

第１章 略 第１章 略

第２章 配慮書（第３条の２―第３条の７）

第３章 方法書（第３条の８―第９条） 第２章 方法書（第４条―第９条）

第４章 準備書（第９条の２―第20条） 第３章 準備書（第10条―第20条）

第５章 略 第４章 略

第６章 略 第５章 略

第７章 略 第６章 略

第８章 略 第７章 略

第９章 略 第８章 略

附則 附則

（対象事業） （対象事業）

第３条 略 第３条 略

第２章 配慮書

（配慮書の送付）

第３条の２ 条例第４条の４の規定による配慮書及び

要約書（以下「配慮書等」という。）の送付は、環

境影響評価配慮書送付書（様式第１号）により行う

ものとする。

２ 条例第４条の４の規定により知事に送付する配慮

書等の部数は50部とし、同条に規定する市町村長に

送付する配慮書等の部数は５部とする。ただし、知

事又は当該市町村長は、必要があると認めるとき

は、送付を受ける配慮書等の部数を変更することが

できる。

３ 知事及び市町村長は、前項ただし書の規定により
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送付を受ける配慮書等の部数を変更したときは、事

業者に対し、遅滞なくその旨及びその理由を通知す

るものとする。

（配慮書についての公告）

第３条の３ 条例第４条の５の規則で定める事項は、

次に掲げるとおりとする。

(１) 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

(２) 対象事業の名称、種類及び規模

(３) 事業実施想定区域

(４) 条例第４条の４に規定する地域

(５) 配慮書の縦覧の場所、期間及び時間

(６) 配慮書について環境の保全の見地からの意見

を書面により提出することができる旨並びにその

提出期限及び提出先その他意見の提出に関し必要

な事項

(７) その他参考となる事項

２ 条例第４条の５の規定による公告は、鳥取県公報

に掲載して行うものとする。この場合において、事

業者は、条例第４条の４に規定する地域を管轄する

市町村の広報紙への掲載、時事に関する事項を掲載

する日刊新聞紙への掲載その他の方法により、配慮

書等を縦覧する旨を周知するものとする。

（配慮書の縦覧及び公表）

第３条の４ 条例第４条の５の規定による配慮書等の

縦覧は、次に掲げる場所のうち、縦覧する者が参集

しやすい場所で行うものとする。

(１) 事業者の事務所

(２) 県庁舎その他の県の施設

(３) 条例第４条の４に規定する地域を管轄する市

町村の庁舎その他の市町村の施設

(４) 前３号に掲げるもののほか、事業者が利用で

きる施設

２ 条例第４条の５の規定による配慮書等の公表は、

次に掲げる方法のうち、適切な方法により行うもの

とする。

(１) 事業者のウェブサイトへの掲載

(２) 県のウェブサイトへの掲載

(３) 条例第４条の４に規定する地域を管轄する市

町村のウェブサイトへの掲載

（配慮書についての意見書の提出）

第３条の５ 条例第４条の６第１項の意見書には、次
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に掲げる事項を記載するものとする。

(１) 意見書を提出する者の氏名及び住所（法人そ

の他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地）

(２) 意見書の提出に係る対象事業の名称

(３) 配慮書についての環境の保全の見地からの意

見

２ 前項第３号の意見には、意見の理由を併せて記載

するものとする。

（配慮書についての意見の概要等の送付）

第３条の６ 条例第４条の７の規定による書類の送付

は、住民意見概要書送付書（様式第１号の２）によ

り行うものとする。

（配慮書についての知事の意見を述べる期間）

第３条の７ 条例第４条の８第１項の規則で定める期

間は、２月とする。ただし、同項の意見を述べるた

め実地の調査を行う必要がある場合において、積雪

その他の自然現象により長期間にわたり当該実地の

調査が困難であるときは、３月を超えない範囲内に

おいて知事が定める期間とする。

２ 知事は、前項ただし書の規定により期間を定めた

ときは、事業者に対し、遅滞なくその旨及びその理

由を通知するものとする。

第３章 方法書 第２章 方法書

（方法書の記載事項）

第３条の８ 条例第５条第８号の規則で定める事項

は、次に掲げるとおりとする。

(１) 条例第４条の６第１項の意見の概要及び当該

意見についての事業者の見解

(２) 対象事業が実施されるべき区域その他の技術

指針で定める事項を決定する過程における環境の

保全の配慮に係る検討の経緯及びその内容

（方法書の送付） （方法書の送付）

第４条 条例第６条の規定による方法書及び要約書 第４条 条例第６条の規定による方法書及び要約書

（以下「方法書等」という。）の送付は、環境影響 （以下「方法書等」という。）の送付は、環境影響

評価方法書送付書（様式第１号の３）により行うも 評価方法書送付書（様式第１号）により行うものと

のとする。 する。

２ 第３条の２第２項及び第３項の規定は、条例第６ ２ 事業者が条例第６条の規定により知事に送付する

条の規定による方法書等の送付について準用する。 方法書等の部数は50部とし、同条に規定する市町村

この場合において、第３条の２第２項中「同条に規 長に送付する方法書等の部数は５部とする。ただ
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定する市町村長」とあるのは、「条例第６条に規定 し、知事又は当該市町村長は、必要があると認める

する市町村長」と読み替えるものとする。 ときは、送付を受ける方法書等の部数を変更するこ

とができる。

（方法書についての公告） （方法書についての公告）

第５条 条例第７条の規則で定める事項は、次に掲げ 第５条 条例第７条の規則で定める事項は、次に掲げ

るとおりとする。 るとおりとする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 条例第６条に規定する地域 (４) 対象事業に係る環境影響を受ける範囲である

と認められる地域

(５)～(７) 略 (５)～(７) 略

２ 第３条の３第２項の規定は、条例第７条の規定に ２ 条例第７条の規定による公告は、鳥取県公報に掲

よる公告について準用する。この場合において、同 載して行うものとする。この場合において、事業者

項中「条例第４条の４に規定する地域」とあるの は、条例第６条に規定する地域を区域とする市町村

は、「条例第６条に規定する地域」と読み替えるも の広報紙への掲載、時事に関する事項を掲載する日

のとする。 刊新聞紙への掲載その他の方法により、方法書等を

縦覧する旨を周知するものとする。

（方法書の縦覧及び公表） （方法書の縦覧及び公表）

第６条 第３条の４の規定は、条例第７条の規定によ 第６条 条例第７条の規定による方法書等の縦覧は、

る方法書等の縦覧及び公表について準用する。この 次に掲げる場所のうち、縦覧する者が参集しやすい

場合において、第３条の４第１項第３号及び第２項 場所で行うものとする。

第３号中「条例第４条の４に規定する地域」とある (１) 事業者の事務所

のは、「条例第６条に規定する地域」と読み替える (２) 県庁舎その他の県の施設

ものとする。 (３) 条例第６条に規定する地域を区域とする市町

村の庁舎その他の市町村の施設

(４) 前３号に掲げるもののほか、事業者が利用で

きる施設

２ 条例第７条の規定による方法書等の公表は、次に

掲げる方法のうち、適切な方法により行うものとす

る。

(１) 事業者のウェブサイトへの掲載

(２) 県のウェブサイトへの掲載

(３) 条例第６条に規定する地域を区域とする市町

村のウェブサイトへの掲載

（方法書説明会の開催についての公告） （方法書説明会の開催についての公告）

第６条の４ 略 第６条の４ 略

２ 第３条の３第２項の規定は、条例第７条の２第２ ２ 第５条第２項の規定は、条例第７条の２第２項の

項の規定による公告について準用する。この場合に 規定による公告について準用する。

おいて、第３条の３第２項中「条例第４条の４に規

定する地域」とあるのは、「条例第６条に規定する

地域」と読み替えるものとする。

（方法書についての意見書の提出） （方法書についての意見書の提出）

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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第７条 第３条の５の規定は、条例第８条第１項の意 第７条 条例第８条第１項の意見書には、次に掲げる

見書について準用する。 事項を記載するものとする。

(１) 意見書を提出する者の氏名及び住所（法人そ

の他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地）

(２) 意見書の提出に係る対象事業の名称

(３) 方法書についての環境の保全の見地からの意

見

２ 前項第３号の意見には、意見の理由を併せて記載

するものとする。

（方法書についての知事の意見を述べる期間） （方法書についての知事の意見を述べる期間）

第９条 略 第９条 略

２ 第３条の７第２項の規定は、前項ただし書の規定 ２ 知事は、前項ただし書の規定により期間を定めた

により期間を定めた場合について準用する。 ときは、事業者に対し、遅滞なくその旨及びその理

由を通知するものとする。

第４章 準備書 第３章 準備書

（準備書の記載事項）

第９条の２ 条例第13条第９号の規則で定める事項

は、第３条の８各号に掲げる事項とする。

（準備書の送付） （準備書の送付）

第10条 略 第10条 略

２ 第３条の２第２項及び第３項の規定は、条例第14 ２ 第４条第２項の規定は、条例第14条の規定により

条の規定による準備書及び要約書の送付について準 送付する準備書及び要約書の部数について準用す

用する。この場合において、第３条の２第２項中 る。この場合において、同項中「同条に規定する市

「同条に規定する市町村長」とあるのは、「関係市 町村長」とあるのは、「関係市町村長」と読み替え

町村長」と読み替えるものとする。 るものとする。

（準備書についての公告） （準備書についての公告）

第11条 略 第11条 略

２ 第３条の３第２項の規定は、条例第15条の規定に ２ 第５条第２項の規定は、条例第15条の規定による

よる公告について準用する。この場合において、同 公告について準用する。この場合において、同項中

項中「条例第４条の４に規定する地域」とあるの 「条例第６条に規定する地域」とあるのは、「関係

は、「関係地域」と読み替えるものとする。 地域」と読み替えるものとする。

（準備書の縦覧及び公表） （準備書の縦覧及び公表）

第12条 第３条の４の規定は、条例第15条の規定によ 第12条 第６条の規定は、条例第15条の規定による準

る準備書及び要約書の縦覧及び公表について準用す 備書及び要約書の縦覧及び公表について準用する。

る。この場合において、第３条の４第１項第３号及 この場合において、第６条第１項第３号及び第２項

び第２項第３号中「条例第４条の４に規定する地 第３号中「条例第６条に規定する地域」とあるの

域」とあるのは、「関係地域」と読み替えるものと は、「関係地域」と読み替えるものとする。

する。

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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（準備書説明会の開催についての公告） （準備書説明会の開催についての公告）

第15条 略 第15条 略

２ 第３条の３第２項の規定は、条例第16条第２項の ２ 第５条第２項の規定は、条例第16条第２項の規定

規定による公告について準用する。この場合におい による公告について準用する。この場合において、

て、第３条の３第２項中「条例第４条の４に規定す 第５条第２項中「条例第６条に規定する地域」とあ

る地域」とあるのは、「関係地域」と読み替えるも るのは、「関係地域」と読み替えるものとする。

のとする。

（準備書についての意見書の提出） （準備書についての意見書の提出）

第17条 第３条の５の規定は、条例第17条第１項の意 第17条 第７条の規定は、条例第17条第１項の意見書

見書について準用する。 について準用する。

（準備書についての意見の概要等の送付） （準備書についての意見の概要等の送付）

第18条 条例第18条の規定による書類の送付は、住民 第18条 条例第18条の規定による書類の送付は、住民

意見概要書送付書（様式第１号の２）により行うも 意見概要書送付書（様式第２号）により行うものと

のとする。 する。

（準備書についての知事の意見を述べる期間） （準備書についての知事の意見を述べる期間）

第19条 略 第19条 略

２ 第３条の７第２項の規定は、前項ただし書の規定 ２ 第９条第２項の規定は、前項ただし書の規定によ

により期間を定めた場合について準用する。 り期間を定めた場合について準用する。

第５章 評価書 第４章 評価書

（評価書の送付） （評価書の送付）

第21条 略 第21条 略

２ 第３条の２第２項及び第３項の規定は、条例第21 ２ 第４条第２項の規定は、条例第21条の規定により

条の規定による評価書及び要約書の送付について準 送付する評価書及び要約書の部数について準用す

用する。この場合において、第３条の２第２項中 る。この場合において、同項中「同条に規定する市

「同条に規定する市町村長」とあるのは、「関係市 町村長」とあるのは、「関係市町村長」と読み替え

町村長」と読み替えるものとする。 るものとする。

（補正後の評価書の送付等） （補正後の評価書の送付等）

第24条 略 第24条 略

２ 第３条の２第２項及び第３項の規定は、条例第23 ２ 第４条第２項の規定は、条例第23条第３項の規定

条第３項の規定による評価書及び要約書の送付につ により送付する評価書及び要約書の部数について準

いて準用する。この場合において、第３条の２第２ 用する。この場合において、第４条第２項中「同条

項中「同条に規定する市町村長」とあるのは、「関 に規定する市町村長」とあるのは、「関係市町村

係市町村長」と読み替えるものとする。 長」と読み替えるものとする。

（評価書についての公告） （評価書についての公告）

第26条 略 第26条 略

２ 第３条の３第２項の規定は、条例第25条の規定に ２ 第５条第２項の規定は、条例第25条の規定による

よる公告について準用する。この場合において、同 公告について準用する。この場合において、同項中
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項中「条例第４条の４に規定する地域」とあるの 「条例第６条に規定する地域」とあるのは、「関係

は、「関係地域」と読み替えるものとする。 地域」と読み替えるものとする。

（評価書の縦覧及び公表） （評価書の縦覧及び公表）

第27条 第３条の４の規定は、条例第25条の規定によ 第27条 第６条の規定は、条例第25条の規定による評

る評価書等の縦覧及び公表について準用する。この 価書等の縦覧及び公表について準用する。この場合

場合において、第３条の４第１項第３号及び第２項 において、第６条第１項第３号及び第２項第３号中

第３号中「条例第４条の４に規定する地域」とある 「条例第６条に規定する地域」とあるのは、「関係

のは、「関係地域」と読み替えるものとする。 地域」と読み替えるものとする。

第６章 対象事業の内容の修正等 第５章 対象事業の内容の修正等

第７章 評価書の公告及び縦覧後の手続 第６章 評価書の公告及び縦覧後の手続

（事後調査計画書の送付） （事後調査計画書の送付）

第35条 略 第35条 略

２ 第３条の２第２項及び第３項の規定は、条例第32 ２ 第４条第２項の規定は、条例第32条の規定により

条の規定による事後調査計画書の送付について準用 送付する事後調査計画書の部数について準用する。

する。この場合において、第３条の２第２項中「同 この場合において、同項中「同条に規定する市町村

条に規定する市町村長」とあるのは、「関係市町村 長」とあるのは、「関係市町村長」と読み替えるも

長」と読み替えるものとする。 のとする。

（事後調査報告書の送付） （事後調査報告書の送付）

第36条 略 第36条 略

２ 第３条の２第２項及び第３項の規定は、条例第33 ２ 第４条第２項の規定は、条例第33条第１項の規定

条第１項の規定による事後調査報告書の送付につい により送付する事後調査報告書の部数について準用

て準用する。この場合において、第３条の２第２項 する。この場合において、第４条第２項中「同条に

中「同条に規定する市町村長」とあるのは、「関係 規定する市町村長」とあるのは、「関係市町村長」

市町村長」と読み替えるものとする。 と読み替えるものとする。

（事後調査報告書についての公告）

第36条の２ 条例第33条の２の規則で定める事項は、

次に掲げるとおりとする。

(１) 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

(２) 対象事業の名称、種類及び規模

(３) 対象事業実施区域

(４) 関係地域

(５) 事後調査報告書の縦覧の場所、期間及び時間

(６) その他参考となる事項

２ 第３条の３第２項の規定は、条例第33条の２の規

定による公告について準用する。この場合におい

て、同項中「条例第４条の４に規定する地域」とあ

るのは、「関係地域」と読み替えるものとする。
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（事後調査報告書の縦覧及び公表）

第36条の３ 第３条の４の規定は、条例第33条の２の

規定による事後調査報告書の縦覧及び公表について

準用する。この場合において、第３条の４第１項第

３号及び第２項第３号中「条例第４条の４に規定す

る地域」とあるのは、「関係地域」と読み替えるも

のとする。

第８章 都市計画に定められる対象事業等の特 第７章 都市計画に定められる対象事業等の特

例 例

（都市計画に定められる対象事業等の特例） （都市計画に定められる対象事業等の特例）

第38条 対象事業が都市計画法（昭和43年法律第100 第38条 対象事業が都市計画法（昭和43年法律第100

号）第４条第７項に規定する市街地開発事業として 号）第４条第７項に規定する市街地開発事業として

同法の規定により都市計画に定められる場合におけ 同法の規定により都市計画に定められる場合におけ

る当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第５ る当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第５

項に規定する都市施設として同法の規定により都市 項に規定する都市施設として同法の規定により都市

計画に定められる場合における当該都市施設に係る 計画に定められる場合における当該都市施設に係る

対象事業については、条例第４条の２から第30条ま 対象事業については、条例第５条から第30条までの

での規定により行うべき環境影響評価その他の手続 規定により行うべき環境影響評価その他の手続は、

は、次項から第41条までに定めるところにより、当 次項から第41条までに定めるところにより、当該都

該都市計画を定める者（以下「都市計画決定権者」 市計画を定める者（以下「都市計画決定権者」とい

という。）が当該対象事業の事業者に代わって、当 う。）が当該対象事業の事業者に代わって、当該都

該都市計画の決定又は変更をする手続と併せて行う 市計画の決定又は変更をする手続と併せて行うこと

ことができる。この場合において、条例第27条第１ ができる。この場合において、条例第27条第１項第

項第３号及び第２項の規定は、適用しない。 ３号及び第２項の規定は、適用しない。

２ 前項の規定により都市計画決定権者が環境影響評 ２ 前項の規定により都市計画決定権者が環境影響評

価その他の手続を行う場合における条例第４条の２ 価その他の手続を行う場合における条例第５条から

から第30条まで（第27条第１項第３号及び第２項を 第30条まで（第27条第１項第３号及び第２項を除

除く。）の規定の適用については、次の表の左欄に く。）の規定の適用については、次の表の左欄に掲

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

同表の右欄に掲げる字句とする。 表の右欄に掲げる字句とする。

第４条の 事業者 都市計画決定権者

２及び第

４条の３

各号列記

以外の部

分

第４条の 事業者 都市計画決定権者

３第１号 の名称並びに事業

者

第４条の 事業者 都市計画決定権者 第５条各 事業者 都市計画決定権者

４から第 号列記以

４条の８ 外の部分
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まで及び

第５条各

号列記以

外の部分

第５条第 事業者 都市計画決定権者 第５条第 事業者 都市計画決定権者

１号 の名称並びに事業 １号 の名称並びに事業

者 者

第５条第 事業者 都市計画決定権者

６号

略 略

３ 第１項の規定により都市計画決定権者が環境影響 ３ 第１項の規定により都市計画決定権者が環境影響

評価その他の手続を行う場合における第３条の２か 評価その他の手続を行う場合における第４条から第

ら第33条までの規定の適用については、次の表の左 33条までの規定の適用については、次の表の左欄に

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ 掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 同表の右欄に掲げる字句とする。

第３条の 事業者 都市計画決定権者 第４条第 事業者 都市計画決定権者

２第３項 ２項

第３条の 事業者 都市計画決定権者

３第１項 の名称並びに事業

第１号 者

第３条の 事業者 都市計画決定権者

３ 第 ２

項、第３

条の４、

第３条の

７第２項

及び第３

条の８第

１号

略 略

第６条の 略 第５条第 略

２ ２項、第

６条第１

項第１号

及び第４

号並びに

第２項第

１号並び

に第６条

の２

略 略

第６条の 略 第６条の 略

５第１項 ５第１項

第２号及 第２号及

び第２項 び第２項
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並びに第

９条第２

項

略 略

（事業者の行う環境影響評価との調整） （事業者の行う環境影響評価との調整）

第40条 事業者が条例第４条の４の規定により配慮書 第40条 事業者が条例第６条の規定により方法書を送

を送付してから条例第７条の規定による公告を行う 付してから条例第７条の規定による公告を行うまで

までの間において、当該送付に係る対象事業につい の間において、当該方法書に係る対象事業について

て第38条第１項の規定により都市計画決定権者が環 第38条第１項の規定により都市計画決定権者が環境

境影響評価その他の手続を行うこととしたときは、 影響評価その他の手続を行うこととしたときは、都

都市計画決定権者は、事業者、知事並びに配慮書及 市計画決定権者は、事業者にその旨を通知しなけれ

び方法書の送付を受けた市町村長にその旨を通知し ばならない。この場合において、事業者は、その通

なければならない。この場合において、事業者は、 知を受けた後、直ちに当該方法書を都市計画決定権

その通知を受けた後、当該事業に係る方法書を作成 者に送付しなければならない。

していない場合にあっては配慮書及び条例第４条の

８第１項の書面を、方法書を既に作成している場合

にあっては当該方法書を直ちに都市計画決定権者に

送付しなければならない。

２ 前項の場合において、その通知を受ける前に事業 ２ 前項の場合において、その通知を受ける前に事業

者が行った計画段階配慮事項についての検討その他 者が行った環境影響評価その他の手続は都市計画決

の手続は都市計画決定権者が行ったものとみなし、 定権者が行ったものとみなし、事業者に対して行わ

事業者に対して行われた手続は都市計画決定権者に れた手続は都市計画決定権者に対して行われたもの

対して行われたものとみなす。 とみなす。

３ 事業者が条例第７条の規定による公告を行ってか ３ 事業者が条例第７条の規定による公告を行ってか

ら条例第15条の規定による公告を行うまでの間にお ら条例第15条の規定による公告を行うまでの間にお

いて、これらの公告に係る対象事業について第38条 いて、これらの公告に係る対象事業について第38条

第１項の規定により都市計画決定権者が環境影響評 第１項の規定により都市計画決定権者が環境影響評

価その他の手続を行うこととしたときは、都市計画 価その他の手続を行うこととしたときは、都市計画

決定権者は、事業者、知事並びに配慮書、方法書及 決定権者は、事業者並びに知事及び関係市町村長に

び準備書の送付を受けた市町村長にその旨を通知し その旨を通知しなければならない。この場合におい

なければならない。この場合において、事業者は、 て、事業者は、当該対象事業に係る準備書を作成し

当該対象事業に係る準備書を作成していない場合に ていない場合にあっては作成した後速やかに、準備

あっては作成した後速やかに、準備書を既に作成し 書を既に作成している場合にあっては通知を受けた

ている場合にあっては通知を受けた後直ちに、当該 後直ちに、当該準備書を都市計画決定権者に送付し

準備書を都市計画決定権者に送付しなければならな なければならない。

い。

４ 第２項の規定は、前項後段の規定による準備書の ４ 第２項の規定は、前項後段の規定による準備書の

送付が行われる前の手続について準用する。この場 送付が行われる前の手続について準用する。

合において、同項中「計画段階配慮事項についての

検討」とあるのは、「環境影響評価」と読み替える

ものとする。

５ 略 ５ 略

（事業者の協力） （事業者の協力）
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第41条 略 第41条 略

２ 都市計画決定権者は、第38条第１項の規定を適用 ２ 都市計画決定権者は、第38条第１項の規定を適用

しないときは、事業者に対し、条例第４条の２から しないときは、事業者に対し、条例第５条から第34

第34条までの規定により行うべき環境影響評価その 条までの規定により行うべき環境影響評価その他の

他の手続について、事業者が行うよう求めるものと 手続について、事業者が行うよう求めるものとす

する。 る。

第９章 雑則 第８章 雑則

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

事業の種類 特別地域 事業の種類 特別地域

略 略

３ 条例別表第２ ア 略 ３ 条例別表第２ ア 略

号及び第７号か イ 湖山池水質管理計画の対 号及び第７号か イ 湖山池及びその流域（以

ら第10号までに 象地域 ら第10号までに 下「湖山池流域」とい

掲げる事業 掲げる事業 う。）

ウ 東郷池水質管理計画の対

象地域

エ 略 ウ 略

４ 条例別表第５ ア 略 ４ 条例別表第５ ア 略

号に掲げる事業 イ 湖山池水質管理計画の対 号、第６号、第 イ 湖山池流域

（風力発電所の 象地域 11号、第12号及

設置及び変更の ウ 東郷池水質管理計画の対 び第14号に掲げ

事業を除く。） 象地域 る事業

並びに同表第６ エ 略 ウ 略

号、第11号、第 オ 略 エ 略

12号及び第14号

に掲げる事業

略 略

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

事業の 一般地域における対象事 特別地域におけ 事業の 一般地域における対象事 特別地域におけ

種類 業の要件 る対象事業の要 種類 業の要件 る対象事業の要

件 件

略 略

５ 条 略 ５ 条 略

例 別 カ 火力発電所（地熱を 火力発電所（地 例 別 カ 火力発電所（地熱を 火力発電所（地

表 第 利用す るもの に限 熱を利用するも 表 第 利用す るもの に限 熱を利用するも

５ 号 る。）の変更の事業で のに限る。）の ５ 号 る。）の変更の事業で のに限る。）の

に 掲 あって、出力が10,000 変更の事業であ に 掲 あって、出力が10,000 変更の事業であ

げ る キロワット以上である って、出力が げ る キロワット以上である って、出力が

事業 発電設備を新設するも 7,500キロワッ 事業 発電施設を新設するも 7,500キロワッ

の ト以上である発 の ト以上である発

電設備を新設す 電施設を新設す

るもの るもの

キ 出力が1,500キロワ 出力が1,500キ
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ット以上である風力発 ロワット以上で

電所の設置の事業 ある風力発電所

の設置の事業

ク 風力発電所の変更の 風力発電所の変

事業であって、出力が 更の事業であっ

1,500キロワット以上 て、出力が1,500

である発電設備を新設 キロワット以上

するもの である発電設備

を新設するもの

略 略

備考 略 備考 略

別表第３（第20条関係） 別表第３（第20条関係）

対象事業 事業の諸元 手続を経ることを要し 対象事業 事業の諸元 手続を経ることを要し

の区分 ない修正の要件 の区分 ない修正の要件

略 略

10 別表 略 10 別表 略

第２の 対象事業実施区 修正前の対象事業実施 第２の 対象事業実施区 修正前の対象事業実施

５の項 域の位置 区域から300メートル以 ５の項 域の位置 区域から300メートル以

のオ又 上離れた区域が新たに のオ又 上離れた区域が新たに

はカに 対象事業実施区域とな はカに 対象事業実施区域とな

該当す らないこと。 該当す らないこと。

る対象 る対象

事業 事業

11 別表 発電所の出力 発電所の出力が10パー

第２の セント以上増加しない

５の項 こと。

のキ又 対象事業実施区 修正前の対象事業実施

はクに 域の位置 区域から300メートル以

該当す 上離れた区域が新たに

る対象 対象事業実施区域とな

事業 らないこと。

12 略 11 略

13 略 12 略

14 略 13 略

15 略 14 略

16 略 15 略

17 略 16 略

別表第４（第31条関係） 別表第４（第31条関係）

対象事業 事業の諸元 手続を経ることを要し 対象事業 事業の諸元 手続を経ることを要し

の区分 ない変更の要件 の区分 ない変更の要件

略 略

10 別表 略 10 別表 略

第２の 蒸気井又は還元 蒸気井又は還元井が100 第２の 蒸気井又は還元 蒸気井又は還元井が100

５の項 井の位置 メートル以上移動しな ５の項 井の位置 メートル以上移動しな

のオ又 いこと。 のオ又 いこと。
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はカに はカに

該当す 該当す

る対象 る対象

事業 事業

11 別表 発電所の出力 発電所の出力が10パー

第２の セント以上増加しない

５の項 こと。

のキ又 対象事業実施区 修正前の対象事業実施

はクに 域の位置 区域から300メートル以

該当す 上離れた区域が新たに

る対象 対象事業実施区域とな

事業 らないこと。

発電設備の位置 発電設備が100メートル

以上移動しないこと。

12 略 11 略

13 略 12 略

14 略 13 略

15 略 14 略

16 略 15 略

17 略 16 略

様式第１号の３（第４条関係） 様式第１号（第４条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

氏 名 印 氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の （法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地） 氏名及び主たる事務所の所在地）

環境影響評価方法書送付書 環境影響評価方法書送付書

鳥取県環境影響評価条例第６条の規定により、別添 鳥取県環境影響評価条例第６条の規定により、別添

のとおり環境影響評価方法書及びこれを要約した書類 のとおり環境影響評価方法書及びこれを要約した書類

を送付します。 を送付します。

略 略

条例第６条に規 環境影響を受け

定する地域 る範囲であると

認められる地域

略 略

対象事業を実施 対象事業を実施

するにつき必要 するにつき必要

な許認可等の種 な許可等の種類

類

略 略
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備考 略 備考 略

様式第２号（第８条関係） 様式第２号（第８条、第18条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

氏 名 印 氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の （法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地） 氏名及び主たる事務所の所在地）

住民意見概要書送付書 住民意見概要書送付書

［方法書］

鳥取県環境影響評価条例第９条の規定により、別添 鳥取県環境影響評価条例第９条（第18条）の規定に

のとおり同条例第８条第１項の規定により述べられた より、別添のとおり同条例第８条第１項（第17条第１

意見の概要を送付します。 項）の規定により述べられた意見の概要を送付しま

す。

対象事業の名称 対象事業の名称

意見書提出件数 意見書提出件数

意見の概要 意見の概要

意見に対する事

業者の見解

連絡先 連絡先

電話番号： 電話番号：

＊受付年月日 年 月 日 ＊備考 ＊受付年月日 年 月 日 ＊備考

備考 略 備考 略

様式第３号（第10条関係） 様式第３号（第10条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

氏 名 印 氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の （法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地） 氏名及び主たる事務所の所在地）

環境影響評価準備書送付書 環境影響評価準備書送付書

鳥取県環境影響評価条例第14条の規定により、別添 鳥取県環境影響評価条例第14条の規定により、別添

のとおり環境影響評価準備書及びこれを要約した書類 のとおり環境影響評価準備書及びこれを要約した書類

を送付します。 を送付します。

略 略

対象事業を実施 対象事業を実施

するにつき必要 するにつき必要

な許認可等の種 な許可等の種類

類
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略 略

備考 略 備考 略

様式第５号（第21条、第24条関係） 様式第５号（第21条、第24条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

氏 名 印 氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の （法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地） 氏名及び主たる事務所の所在地）

環境影響評価書送付書 環境影響評価書送付書

鳥取県環境影響評価条例第21条（第23条第３項）の 鳥取県環境影響評価条例第21条（第23条第３項）の

規定により、別添のとおり環境影響評価書及びこれを 規定により、別添のとおり環境影響評価書及びこれを

要約した書類を送付します。 要約した書類を送付します。

略 略

関係地域 関係地域

意見書の提出先

対象事業を実施 対象事業を実施

するにつき必要 するにつき必要

な許認可等の種 な許可等の種類

類

略 略

備考 略 備考 略

様式第６号（第24条関係） 様式第６号（第24条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

氏 名 印 氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の （法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地） 氏名及び主たる事務所の所在地）

環境影響評価書補正不要通知書 環境影響評価書補正不要通知書

鳥取県環境影響評価条例第23条第３項の規定によ 鳥取県環境影響評価条例第23条第３項の規定によ

り、環境影響評価書の補正を必要としないと認めます り、環境影響評価書の補正を必要としないと認めます

ので通知します。 ので通知します。

略 略

関係地域 関係地域

意見書の提出先

対象事業を実施 対象事業を実施

するにつき必要 するにつき必要

な許認可等の種 な許可等の種類

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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類

略 略

備考 略 備考 略

様式第12号（第37条関係） 様式第12号（第37条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

氏 名 印 氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の （法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地） 氏名及び主たる事務所の所在地）

工事完了届出書 工事完了届出書

鳥取県環境影響評価条例第34条の規定により、次の 鳥取県環境影響評価条例第31条の規定により、次の

とおり届け出ます。 とおり届け出ます。

略 略

備考 略 備考 略

第２条 鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部を次のように改める。

別表第５の次に次の２様式を加える。

様式第１号（第３条の２関係）

年 月 日

職 氏 名 様

住 所

氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）

環境影響評価配慮書送付書

鳥取県環境影響評価条例第４条の４の規定により、別添のとおり環境影響評価配慮書及びこれを要約

した書類を送付します。

対象事業の名称

対象事業の種類

及 び 規 模

事業実施想定区域

条例第４条の４に

規 定 す る 地 域

意見書の提出先

対象事業を実施

するにつき必要な

許認可等の種類

連 絡 先

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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電話番号：

＊ 受 付 年 月 日 年 月 日 ＊備考

備考 ＊印の欄には記入しないこと

様式第１号の２（第３条の６、第18条関係）

年 月 日

職 氏 名 様

住 所

氏 名 印

（法人にあってはその名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）

住民意見概要書送付書

［配慮書、準備書］

鳥取県環境影響評価条例第４条の７（第18条）の規定により、別添のとおり同条例第４条の６（第17

条第１項）の規定により述べられた意見の概要及び当該意見についての事業者の見解を送付します。

対象事業の名称

意見書提出件数

意 見 の 概 要

意 見 に 対 す る

事 業 者 の 見 解

連 絡 先

電話番号：

＊ 受 付 年 月 日 年 月 日 ＊備考

備考 ＊印の欄には記入しないこと

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。
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と畜場法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第46号

と畜場法施行細則の一部を改正する規則

と畜場法施行細則（昭和29年鳥取県規則第15号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第13号（第10条関係） 様式第13号（第10条関係）

と畜検査申請書 と畜検査申請書

１・２ 略 １・２ 略

３ 検査を受けようとする獣畜の種類並びに牛以外 ３ 検査を受けようとする獣畜の種類、性別、品

の獣畜にあっては性別、品種、年齢、毛色及び産 種、年齢、毛色及び産地

地、牛にあっては性別、品種、月齢、出生年月

日、毛色、産地及び個体識別番号

４～６ 略 ４～６ 略

と畜場法施行令第７条の規定により上記のとおり申 と畜場法施行令第７条の規定により上記のとおり申

請します。 請します。

年 月 日 年 月 日

申請者 氏名 申請者 氏名

職 氏 名 様 職 氏 名 様

備考 個体識別番号とは、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法（平成15年法律

第72号）第２条第１項に規定する番号をいう。

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。



- 22 -

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号

鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第47号

鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則の一部を改正する規則

鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則（平成21年鳥取県規則第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（交付金の対象） （交付金の対象）

第２条 略 第２条 略

２ 本交付金の対象となる経費は、対象事業に要する ２ 本交付金の対象となる経費は、対象事業に要する

別表の右欄に掲げる経費（次に掲げるものを除く。 別表の右欄に掲げる経費（人件費その他の経費で知

以下「対象経費」という。）とする。 事が別に定めるものを除く。以下「対象経費」とい

う。）とする。

(１) 県内に事業所を有しない者に支払う工事請負

費又は委託費（対象経費とすることが適当である

と知事が認めたものを除く。）

(２) 人件費その他の経費で知事が別に定めるもの

（最低保証額） （最低保証額）

第４条 略 第４条 略

２ 略 ２ 略

３ 鳥取県総合事務所等設置条例（平成15年鳥取県条 ３ 総合事務所長（鳥取県事務処理権限規則（平成８

例第40号）第２条第２項に規定する総合事務所及び 年鳥取県規則第32号）第６条又は第７条の規定によ

同条例第６条第２項に規定する農林事務所の長（以 り知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県総

下「所長」という。）は、その年度の４月20日まで 合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号）第

に、当該年度における個別最低保証額に係る本交付 ３条に規定する総合事務所長をいう。以下同じ。）

金の交付予定額を、各市町村長に対し通知するもの は、その年度の４月20日までに、当該年度における

とする。 個別最低保証額に係る本交付金の交付予定額を、各

市町村長に対し通知するものとする。

（調整交付額） （調整交付額）

第５条 略 第５条 略

２ 各市町村の調整交付額（以下「個別調整交付額」 ２ 各市町村の調整交付額（以下「個別調整交付額」

という。）は、前項の規定による調整交付額の総額 という。）は、前項の規定による調整交付額の総額

の範囲内で、当該市町村長の申請に基づき、その実 の範囲内で、当該市町村長の申請に基づき、その実

施する対象事業の緊急性、妥当性等を勘案して所長 施する対象事業の緊急性、妥当性等を勘案して総合

が決定した額とする。 事務所長が決定した額とする。

（年度事業実施予定調書） （年度事業実施予定調書）

第６条 本交付金の交付を受けようとする市町村長 第６条 本交付金の交付を受けようとする市町村長
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は、その年度の前年度の３月末日までに、年度事業 は、その年度の前年度の３月末日までに、年度事業

実施予定調書（様式第１号）を所長に提出しなけれ 実施予定調書（様式第１号）を総合事務所長に提出

ばならない。 しなければならない。

（最低保証額に係る本交付金の交付申請） （最低保証額に係る本交付金の交付申請）

第７条 個別最低保証額に係る本交付金の交付を受け 第７条 個別最低保証額に係る本交付金の交付を受け

ようとする市町村長は、その年度の５月１日から１ ようとする市町村長は、その年度の５月１日から１

月末日までの間に、様式第２号による申請書を所長 月末日までの間に、様式第２号による申請書を総合

に提出しなければならない。 事務所長に提出しなければならない。

（最低保証額に係る本交付金の交付決定） （最低保証額に係る本交付金の交付決定）

第８条 所長は、前条の申請書の提出があったとき 第８条 総合事務所長は、前条の申請書の提出があっ

は、その内容を審査し、本交付金を交付すべきもの たときは、その内容を審査し、本交付金を交付すべ

と認めるときは、本交付金の交付額を決定するもの きものと認めるときは、本交付金の交付額を決定す

とする。 るものとする。

２ 略 ２ 略

３ 所長は、交付決定をしたときは、前条の申請書を ３ 総合事務所長は、交付決定をしたときは、前条の

提出した市町村長に通知するものとする。 申請書を提出した市町村長に通知するものとする。

（調整交付額に係る本交付金の交付申請） （調整交付額に係る本交付金の交付申請）

第９条 個別調整交付額に係る本交付金の交付を受け 第９条 個別調整交付額に係る本交付金の交付を受け

ようとする市町村長は、その年度の７月１日から１ ようとする市町村長は、その年度の７月１日から１

月末日までの間に、様式第２号（当該年度に前条第 月末日までの間に、様式第２号（当該年度に前条第

３項の規定による交付決定の通知を受けた市町村長 ３項の規定による交付決定の通知を受けた市町村長

にあっては、様式第３号）による申請書を所長に提 にあっては、様式第３号）による申請書を総合事務

出しなければならない。 所長に提出しなければならない。

（調整交付額に係る本交付金の交付決定） （調整交付額に係る本交付金の交付決定）

第10条 所長は、前条の申請書の提出があったとき 第10条 総合事務所長は、前条の申請書の提出があっ

は、その内容を審査し、本交付金を交付すべきもの たときは、その内容を審査し、本交付金を交付すべ

と認めるときは、交付決定（本交付金の交付額の増 きものと認めるときは、交付決定（本交付金の交付

額の決定を含む。以下同じ。）をするものとする。 額の増額の決定を含む。以下同じ。）をするものと

する。

２ 略 ２ 略

３ 所長は、交付決定をしたときは、前条の申請書を ３ 総合事務所長は、交付決定をしたときは、前条の

提出した市町村長に通知するものとする。 申請書を提出した市町村長に通知するものとする。

（交付決定に係る対象事業等の変更等） （交付決定に係る対象事業等の変更等）

第11条 第８条第３項又は前条第３項の規定による交 第11条 第８条第３項又は前条第３項の規定による交

付決定の通知を受けた市町村長（以下「交付決定市 付決定の通知を受けた市町村長（以下「交付決定市

町村長」という。）は、当該交付決定に係る本交付 町村長」という。）は、当該交付決定に係る本交付

金の交付額（次項の通知をした場合にあっては、減 金の交付額（次項の通知をした場合にあっては、減

額後の交付額。以下同じ。）を超えない範囲内にお 額後の交付額。以下同じ。）を超えない範囲内にお

いて、所長の承認を受けずに、対象事業の内容、経 いて、総合事務所長の承認を受けずに、対象事業の

費の配分その他の事項の変更を行うことができる。 内容、経費の配分その他の事項の変更を行うことが
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できる。

２ 交付決定市町村長は、本交付金に交付を要しない ２ 交付決定市町村長は、本交付金に交付を要しない

額又は要しないと見込まれる額（以下「交付不要 額又は要しないと見込まれる額（以下「交付不要

額」という。）があるときは、所長に交付不要額が 額」という。）があるときは、総合事務所長に交付

ある旨の通知をすることをもって、交付決定に係る 不要額がある旨の通知をすることをもって、交付決

本交付金の交付額の減額の決定を受けたものとみな 定に係る本交付金の交付額の減額の決定を受けたも

す。 のとみなす。

３ 交付決定市町村長は、所長から協力を求められた ３ 交付決定市町村長は、総合事務所長から協力を求

ときは、その求めに応じて前項の通知（交付不要額 められたときは、その求めに応じて前項の通知（交

がないときは、その旨の通知）をするものとする。 付不要額がないときは、その旨の通知）をするもの

とする。

（最低保証額に係る本交付金の概算払） （最低保証額に係る本交付金の概算払）

第13条 所長は、交付決定市町村長から請求があると 第13条 総合事務所長は、交付決定市町村長から請求

きは、個別最低保証額に係る本交付金の交付額に２ があるときは、個別最低保証額に係る本交付金の交

分の１を乗じて得た額を上限として、その年度の12 付額に２分の１を乗じて得た額を上限として、その

月末日の個別最低保証額に係る対象事業の予定出来 年度の12月末日の個別最低保証額に係る対象事業の

高に応じ、概算払の方法によりその年度の12月末日 予定出来高に応じ、概算払の方法によりその年度の

までに本交付金を支払うものとする。 12月末日までに本交付金を支払うものとする。

２ 略 ２ 略

（実績報告） （実績報告）

第14条 交付決定市町村長は、その年度の３月末日ま 第14条 交付決定市町村長は、その年度の３月末日ま

でに、様式第４号による報告書を所長に提出しなけ でに、様式第４号による報告書を総合事務所長に提

ればならない。 出しなければならない。

（審査及び検査） （審査及び検査）

第15条 所長は、前条の報告書の提出があったとき 第15条 総合事務所長は、前条の報告書の提出があっ

は、その内容を審査し、必要に応じて現地調査その たときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調

他の検査を行うものとする。 査その他の検査を行うものとする。

（交付金の額の確定） （交付金の額の確定）

第16条 所長は、前条の審査及び検査において、対象 第16条 総合事務所長は、前条の審査及び検査におい

事業が交付決定の内容に従って遂行されていると認 て、対象事業が交付決定の内容に従って遂行されて

めたときは、その年度の翌年度の４月末日までに、 いると認めたときは、その年度の翌年度の４月末日

本交付金の交付額を必要に応じて変更し、本交付金 までに、本交付金の交付額を必要に応じて変更し、

の交付額を確定するものとする。 本交付金の交付額を確定するものとする。

２ 所長は、本交付金の交付額を確定したときは、報 ２ 総合事務所長は、本交付金の交付額を確定したと

告書を提出した交付決定市町村長に通知するものと きは、報告書を提出した交付決定市町村長に通知す

する。 るものとする。

（本交付金の精算払） （本交付金の精算払）

第17条 所長は、前条第２項の規定による通知を行っ 第17条 総合事務所長は、前条第２項の規定による通

た後、２週間以内に当該通知による本交付金の交付 知を行った後、２週間以内に当該通知による本交付

額（以下「確定額」という。）から第13条第１項の 金の交付額（以下「確定額」という。）から第13条

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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規定による本交付金の概算払の額（以下「概算額」 第１項の規定による本交付金の概算払の額（以下

という。）を差し引いた額（以下「差引額」とい 「概算額」という。）を差し引いた額（以下「差引

う。）が零を上回る場合にあっては差引額を当該交 額」という。）が零を上回る場合にあっては差引額

付決定市町村に支払い、差引額が零を下回る場合に を当該交付決定市町村に支払い、差引額が零を下回

あっては概算額から確定額を差し引いた額を当該交 る場合にあっては概算額から確定額を差し引いた額

付決定市町村に請求するものとする。 を当該交付決定市町村に請求するものとする。

（財産の処分の制限） （財産の処分の制限）

第18条 略 第18条 略

２ 実施市町村長は、前項の財産のうち次の掲げるも ２ 実施市町村長は、前項の財産のうち次の掲げるも

のを、所長の承認を受けないで、交付目的に反して のを、総合事務所長の承認を受けないで、交付目的

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供 に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

してはならない。ただし、減価償却資産の耐用年数 担保に供してはならない。ただし、減価償却資産の

等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定め 耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15

る耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産 号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定め

については、知事が別に定める期間）を経過したと のない財産については、知事が別に定める期間）を

きは、この限りでない。 経過したときは、この限りでない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

（収益納付） （収益納付）

第19条 実施市町村長は、対象事業により取得し又は 第19条 実施市町村長は、対象事業により取得し又は

効用の増加した財産を処分したことにより収入があ 効用の増加した財産を処分したことにより収入があ

ったときは、当該収入があったことを知った日から ったときは、当該収入があったことを知った日から

20日以内に、所長にその旨を報告しなければならな 20日以内に、総合事務所長にその旨を報告しなけれ

い。 ばならない。

２ 前項の場合において、所長がその収入の全部又は ２ 前項の場合において、総合事務所長がその収入の

一部に相当する額を県に納付するよう指示したとき 全部又は一部に相当する額を県に納付するよう指示

は、実施市町村長は、これに従わなければならな したときは、実施市町村長は、これに従わなければ

い。 ならない。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に交付決定する事業について適用し、施行日前に交付決定した事業については、なお従前の例によ

る。

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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鳥取県森林法施行細則及び鳥取県林地開発条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第48号

鳥取県森林法施行細則及び鳥取県林地開発条例施行規則の一部を改正する規則

（鳥取県森林法施行細則の一部改正）

第１条 鳥取県森林法施行細則（平成13年鳥取県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（保安林の指定等の申請書に添付する書類等） （保安林の指定等の申請書に添付する書類等）

第５条 省令第48条第２項に規定する申請者が当該申 第５条 省令第15条第２項に規定する申請者が当該申

請に係る保安林の指定等に直接の利害関係を有する 請に係る保安林の指定等に直接の利害関係を有する

者であることを証する書類は、次の各号に掲げる場 者であることを証する書類は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める書類とする。 合の区分に応じ、当該各号に定める書類とする。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

第６条 省令第48条第２項第１号の計画書は、次に掲 第６条 省令第15条第２項第１号の計画書は、次に掲

げるものとする。 げるものとする。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

２ 略 ２ 略

第７条 省令第48条第２項第２号の計画書は、次に掲 第７条 省令第15条第２項第２号の計画書は、次に掲

げるものとする。 げるものとする。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

２ 略 ２ 略

第８条 省令第48条第２項第３号の行政庁の免許、許 第８条 省令第15条第２項第３号の行政庁の免許、許

可、認可その他の処分（以下この条において「許認 可、認可その他の処分（以下この条において「許認

可等」という。）に係る申請の状況を記載した書類 可等」という。）に係る申請の状況を記載した書類

は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号 は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める書類とする。 に定める書類とする。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

２ 省令第48条第２項第３号の許認可等があったこと ２ 省令第15条第２項第３号の許認可等があったこと

を証する書類は、当該許認可等を行った行政庁が発 を証する書類は、当該許認可等を行った行政庁が発

行した証明書又は許認可等の証書の写しとする。 行した証明書又は許認可等の証書の写しとする。

（鳥取県林地開発条例施行規則の一部改正）

第２条 鳥取県林地開発条例施行規則（平成18年鳥取県規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号
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（開発許可の申請に必要な書類） （開発許可の申請に必要な書類）

第５条 森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号。 第５条 森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号。

以下「省令」という。）第４条の位置図は、開発行 以下「省令」という。）第２条の位置図は、開発行

為に係る森林及び事業区域の位置を明示した縮尺５ 為に係る森林及び事業区域の位置を明示した縮尺５

万分の１以上の地形図とする。 万分の１以上の地形図とする。

２ 省令第４条の区域図は、次の各号に掲げる事項を ２ 省令第２条の区域図は、次の各号に掲げる事項を

明示した縮尺５千分の１以上の等高線が記載された 明示した縮尺５千分の１以上の等高線が記載された

図面とする。 図面とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

３ 省令第４条第１号の計画書は、次の各号に掲げる ３ 省令第２条第１号の計画書は、次の各号に掲げる

ものとする。 ものとする。

(１)～(16) 略 (１)～(16) 略

４ 省令第４条第２号の書類は、開発行為の施行同意 ４ 省令第２条第２号の書類は、開発行為の施行同意

書（様式第13号）に準じて作成するものとする。 書（様式第13号）に準じて作成するものとする。

（開発許可の基準） （開発許可の基準）

第６条 略 第６条 略

２～12 略 ２～12 略

13 条例別表の５の項の基準の欄の(１)に規定する適 13 条例別表の５の項の基準の欄の(１)に規定する適

切な方法は、次の各号に定めるとおりとする。 切な方法は、次の各号に定めるとおりとする。

(１) 森林又は緑地の残置又は造成については、次 (１) 森林又は緑地の残置又は造成については、次

の表の左欄に掲げる開発行為の目的の区分に応 の表の左欄に掲げる開発行為の目的の区分に応

じ、それぞれ同表の中欄に掲げる事業区域内にお じ、それぞれ同表の中欄に掲げる事業区域内にお

いて残置し、又は造成する森林又は緑地の面積の いて残置し、又は造成する森林又は緑地の面積の

割合により行われ、かつ、それぞれ同表の右欄に 割合により行われ、かつ、それぞれ同表の右欄に

掲げる森林の配置等により行われるものであるこ 掲げる森林の配置等により行われるものであるこ

と（森林の配置等として残置森林及び造成森林の と（森林の配置等として残置森林及び造成森林の

配置が行われる場合にあっては、条例の基準を満 配置が行われる場合にあっては、条例の基準を満

たすために必要であると知事が認めたときに限り たすために必要であると知事が認めたときに限り

造成森林の配置が行われるものであること。）。 造成森林の配置が行われるものであること。）。

ただし、道路の新設若しくは改築又は畑地等の造 ただし、道路の新設若しくは改築又は畑地等の造

成の場合であって、森林を残置し、若しくは造成 成の場合であって、森林を残置し、若しくは造成

することが困難若しくは不適当であるもの又は環 することが困難若しくは不適当であるもの又は環

境の保全上支障がないものと知事が認めるとき 境の保全上支障がないものと知事が認めるとき

は、この限りでない。 は、この限りでない。

略 略

備考 備考

１～７ 略 １～７ 略

８ この表において「工場・事業場等」と ８ この表において「工場・事業場等」と

は、製造、加工処理、流通その他の生産活 は、製造、加工処理、流通その他の生産活

動に係る施設並びに学校教育施設、病院及 動に係る施設並びに学校教育施設、病院及

び廃棄物処理施設であって、省令第５条各 び廃棄物処理施設であって、省令第３条各

号に定めるもの以外のものをいう。 号に定めるもの以外のものをいう。

９ 略 ９ 略

(２) 略 (２) 略
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14・15 略 14・15 略

（開発行為の地位の承継の届出） （開発行為の地位の承継の届出）

第12条 略 第12条 略

２ 林地開発行為地位承継届には、次に掲げる書類を ２ 林地開発行為地位承継届には、次に掲げる書類を

添付するものとする。 添付するものとする。

(１) 略 (１) 略

(２) 開発者の地位を承継する者が法人その他の団 (２) 開発者の地位を承継する者が法人その他の団

体である場合は、省令第４条第３号に掲げる書類 体である場合は、省令第２条第３号に掲げる書類

(３) 略 (３) 略

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。

平成25年３月29日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第45号



- 29 -

鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年３月29日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第49号

鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19年鳥取県規則第76号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（降格及び昇格） （降格及び昇格）

第12条 格付は、その有効期間中は、他の等級に変更 第12条 格付は、その有効期間中は、他の等級に変更

しない。ただし、次の各号に掲げる場合に該当する しない。ただし、次の各号に掲げる場合に該当する

こととなったときは、他の等級に変更することが適 こととなったときは、それぞれ当該各号に定めると

切でないと認められる場合を除き、それぞれ当該各 ころにより格付の等級を降格させ、又は昇格させる

号に定めるところにより格付の等級を降格させ、又 ものとする。

は昇格させるものとする。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

（格付等級に関する応募条件） （格付等級に関する応募条件）

第17条 格付工種に該当する建設工事の県内向け公募 第17条 格付工種に該当する建設工事の県内向け公募

型入札を行う場合においては、当該建設工事の格付 型入札を行う場合においては、当該建設工事の格付

工種及び請負対象設計金額に応じ、当該県内向け公 工種及び請負対象設計金額に応じ、当該県内向け公

募型入札に参加しようとする有資格者が次の表に定 募型入札に参加しようとする有資格者が次の表に定

める等級に格付けられていることを応募条件として める等級に格付けられていることを応募条件として

設けるものとする。 設けるものとする。

格付工種 土 建築 と 電気工 アスフ 造 格付工種 土 建築 と 電気工 アスフ 造

木 一般 び 事及び ァルト 園 木 一般 び 事及び ァルト 園

一 等 管工事 工 一 等 管工事 工

請負対象 般 一 事 請負対象 般 一 事

設計金額 般 設計金額 般

400万円未満 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 400万円未満 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

400万円以上 Ａ 400万円以上 Ａ

500万円未満 500万円未満

500万円以上 Ｂ 500万円以上 Ｂ

800万円未満 800万円未満

800万円以上 Ａ 800万円以上 Ａ

1,000万円未満 1,000万円未満

1,000万円以上 Ｃ Ｂ 1,000万円以上 Ｃ Ｂ

1,500万円未満 1,500万円未満

1,500万円以上 Ａ 1,500万円以上 Ａ

2,000万円未満 2,000万円未満

2,000万円以上 Ｂ Ｂ 2,000万円以上 Ｂ
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3,000万円未満 3,000万円未満

3,000万円以上 3,000万円以上 Ｂ

4,000万円未満 4,000万円未満

4,000万円以上 Ａ Ａ 4,000万円以上 Ａ Ａ

6,000万円未満 6,000万円未満

6,000万円以上 Ａ 6,000万円以上 Ａ

２ 略 ２ 略

（調査基準価格） （調査基準価格）

第30条 略 第30条 略

２ 調査基準価格は、入札に係る建設工事の予定価格 ２ 調査基準価格は、入札に係る建設工事の予定価格

の３分の２以上の範囲内において定めるものとす の10分の8.5から３分の２までの範囲内において定

る。 めるものとする。

別表第４（第10条関係） 別表第４（第10条関係）

格付工種 等級 順位 格付工種 等級 順位

土木一般 略 土木一般 略

Ｂ 150 Ｂ 160

略 略

略 略

附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

１ 略 １ 略

（経過措置） （経過措置等）

２～４ 略 ２～４ 略

５ 平成23年度及び平成24年度において第６条の規定 ５ 平成21年度及び平成22年度において第６条の規定

により付与された入札参加資格の有効期間について により付与された入札参加資格の有効期間について

は、第７条第１項の規定にかかわらず、同項中「入 は、第７条第１項の規定にかかわらず、同項中「入

札参加資格を付与された年の翌々年の３月31日」と 札参加資格を付与された年の翌々年の３月31日」と

あるのは「知事が別に定める期限」と、「入札参加 あるのは「知事が別に定める期限」とし、「入札参

資格を付与された時点における当初審査による有資 加資格を付与された時点における当初審査による有

格者の有効期間の末日」とあるのは「知事が別に定 資格者の有効期間の末日」とあるのは「知事が別に

める期限」とする。 定める期限」とする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（以下「新規則」という。）第17条の規定は、平成25年

５月10日以後の日を開札日とする一般競争入札及び指名競争入札について適用し、同日前の日を開札日とする

一般競争入札及び指名競争入札については、なお従前の例による。

３ 新規則別表第４の規定は、有効期間の初日が平成25年４月１日以後の日となる入札参加資格に係る格付から

適用する。
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